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要 旨
現在, 刑事施設 (刑務所) には, 福祉サービスが受けられず, 生きるがためにやむを
得ず, 軽微な犯罪を繰り返して, ようやく食・住・医療を充足している人が大勢収容さ
れている.
こうした実態は, 元衆議院議員山本譲司の ｢獄窓記｣ ｢累犯障害者｣ などで, しだい
に社会に明らかにされてきた. その後様々な経過を経て, 2008 年に厚生労働省と法務
省の共同事業として, 地域生活定着支援事業が開始され, 高齢・障害犯罪者の社会復帰
支援が行われるようになった. 事業の中核を担う ｢地域社会定着支援センター｣ も 2011
年度で全都道府県で設置され, 全国展開を見せているが, 同時に, 事業実施にあたって
の幾多の問題点が生じており, 改善すべき課題も多い.
本論文では下記の事項について検討する.
１. 高齢犯罪者, 障害犯罪者の現状と犯罪者が生み出された背景について検討する.
２. 高齢犯罪者, 障害犯罪者の社会復帰の現況について調査する.
３. 高齢犯罪者, 障害犯罪者の社会復帰のあり方について検討する.
４. 現在実施されている地域生活定着支援事業について考察し, 問題点と今後の課題に
ついて考察する.
５. 地域生活定着支援事業を改善し, 発展させるための, 同施策のあり方について考察
する.
Key Words：高齢犯罪者, 障害犯罪者, 地域生活定着支援事業, 社会復帰支援
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高齢・障害犯罪者の社会復帰支援施策の現状と課題
木 村  夫
佐 脇 幸 恵
はじめに
刑事司法では, 捜査や裁判のように, 犯罪者を摘発し処罰を加える制度と, 矯正・更生保護の
領域のように, 犯罪者を立ち直らせ, 再犯を防止する制度が両立している. 更生保護は刑事司法
の出口に当たる領域で, 犯罪者に対し, 再犯に至らないよう教育し, 指導することが期待されて
いるが, 再犯をしなくても生活できる環境整備を整えるよう支援することも, 更生保護の重要な
業務である. そのため, 応急の救護や更生緊急保護という救済システムも準備されているが, こ
れまで ｢就労自立｣ が前提とされていたので, 就労の見込みのない高齢者や障害者は, 実質的に
救済の対象とはされてこなかった.
秘書給与詐取の罪で刑事施設に収容された, 元衆議院議員の山本譲司がまず驚いたのが受刑者
たちの実態であった. ｢秘書給与詐取という申し開きのできない罪を犯した私は, 刑務所に服役
した. 入所した私を待っていたのは, 一般受刑者たちに 『塀の中の掃きだめ』 といわれている所
での作業であった. そこには, 精神障害者, 知的障害者, 認知症老人, 聴覚障害者, 視覚障害者,
肢体不自由者など一般工場では作業をこなせない受刑者達を隔離しておく 『寮内工場』 という場
所であった. 『福祉のほうで何とかならないのか, 刑務所にこんな人を押しつけられても困るの
だが』 刑務官たちも障害のある受刑者たちの処遇に苦慮していた.
受刑者の一人が言った. 『俺たち障害者はね, 生まれたときから罰を受けているようなもんな
んだよ. 罰を受ける場所はどこだっていいんだ, どうせ帰る場所もないし』 さらに 『俺はね, こ
れまで生きてきた中で, ここが一番暮らしやすいと思っているんだよ』 と真顔で語った｣1).
山本が, 刑事施設で出会った受刑者たちは, ほとんどが帰るべき場所も, 引き受けてくれる人
もいない人たちであった. 満期となって刑事施設を釈放されても, どこにも行くところもなく,
自活のめどもたたない彼らは, 日ならずして軽微な犯罪を起こし, 刑事施設に戻ってくることが
パターン化していた. 山本が見た刑事施設の状況は, 全国の累犯者を収容する刑事施設ではどこ
でも同様である. そして, 刑事施設で人生の最期を迎える人も年々増加している.
ある刑事施設で医務部長という要職を体験した波多野和夫は, ｢刑事施設は福祉施設だった｣
とまず結論づけ, ｢刑事施設は現在, 社会的弱者の最後の受け皿である. 何と障害者の多いこと
か. つまり刑事施設は老人病院, 老人ホーム, 精神病院, ホスピス, 福祉施設として機能してい
る. 本来刑事施設は自由刑の執行空間として矯正施設であるはずである. 刑事施設は最も安上が
り (?) な福祉施設だというのが第一印象であった｣2) と感想を述べ, 刑事施設が最後のセーフティー
ネットとなっている現実を告発している.
こうした人権問題とも, 人道問題ともいえる状況が社会に知られるようになり, 2008 年から
厚生労働省と法務省の共同事業として ｢地域生活定着支援事業｣ (以下支援事業と略称) が開始
され, 高齢犯罪者や障害犯罪者のうちで, セレクトされた矯正施設釈放者への支援が行われるよ
うになった.
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寺戸亮二 (中国地方更生保護委員会) は, 具体的な支援事例として, 75 歳の刑事施設入所回
数５回, 知的障害者と見られる男性について紹介している. それによると, 資産調査の結果年金
受給権があることが確認され, 累積年金額 (時効になっていない５年分) が 600 万円あることが
判明した. その資金を活用して, 高齢者賃貸住宅を確保できた3). この高齢者は, 支援を受ける
までの 10 数年間, 年金受給権があるのにそれを知らず, また手続き方法を教えてくれる人との
出会いもないままに, 生活苦から犯罪を重ねて, 刑事施設を出たり入ったりしていたのである.
支援事業は今急速に進められているが, 新たな課題もしだいに明らかになっている. 本論では,
支援事業の実施状況を整理しながら, 政策提言を含めた今後の課題について考えていきたい.
1 高齢犯罪者・知的障害犯罪者の現状と犯罪者が生み出された背景
わが国における犯罪の総量は, 2002 年をピークに 2003 年から減少に転じている, ｢平成 23 年
版犯罪白書｣ によると, 刑法犯 (刑法に触れるほぼ全ての犯罪) の認知件数 (届け出があった数)
は, 1996 年から毎年増加し, 2002 年は 369 万 3928 件を記録したが, 2003 年以降減少し続け,
2010 年には 227 万 1309 件 (前年比 12 万 8393 件 (5.4％) 減) まで減少している. このように
犯罪そのものは減少しているが, 近年, 高齢犯罪者の増加および知的障害を有する犯罪者の問題
が深刻化している. 以下, 高齢犯罪者ならびに知的障害犯罪者の実態とその背景について見てい
くこととする.
(1) 高齢犯罪者の現状と背景
2010 年における 65 歳以上の高齢者の刑法犯の検挙人員は, 4 万 8145 人であった. この数値は,
2001 年と比較すると約 2.4 倍となっている. それに伴い高齢者で刑事施設に収容される人も増
えている.
図１は高齢新受刑者 (65 歳以上) の男女別・年齢層別人員の推移である. 男女とも, 受刑者
数も受刑者比も増加していることを見ることができる. 特に女子受刑者の増加は顕著であり,
2007 年の全受刑者のうち 7.9％を占めるに至っている.
高齢受刑者が増加しているのは, 高齢者が増加しているのに連動しているのではないかという
疑問も生じるので, 次に高齢者人口の増加と, 高齢犯罪者や高齢受刑者の変動を見てみる. 図２
は, 一般刑法犯検挙数, 同起訴数等の変動を表したものである.
1988 年 (昭和 63 年) から 2007 年 (平成 19 年) の 20 年を見ると, 65 歳以上の高齢者人口が
約２倍になっているが, 高齢者の一般刑法犯検挙人員は 4.9 倍, 同起訴人員は 7.4 倍, 新受刑者
数は 6 倍へと, 高齢者人口増加率を遙かに上回る勢いで急増していることが分かる.
ではなぜ, 高齢犯罪者や高齢受刑者が増加しているのであろうか. これまで高齢受刑者が, 冷
ややかな目で見られてきた理由の一つに, ｢自業自得｣ と見られてきたことが挙げられる. ｢若い
ときからまともに働かず犯罪を繰り返し, 誰からも相手にされないままに高齢となり, 犯罪から
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ますます抜け出せなくなっている｣ という見方である. 高齢犯罪者の中には, 確かにそのような
生き方をしてきた人もいる. ところが, 高齢犯罪者の生活史の聞き取り調査を行うと, そうでな
い人が多いことが分かってくる. 働けるときには愚直なまでに働いていた人が, 高齢, 怪我・疾
病, リストラ等で失職し, 家賃も払えずに借家を追い出され, 路上生活を経て犯罪に至った人や,
障害を抱えて家族からもつまはじきにされ, それでも日雇いのその日暮らしながらも犯罪と縁の
ない生活を維持してきた人が, 前者と同様に生きるがための犯罪に至っている事例を多く見るこ
とができる. 支援事業が開始され, 資産調査の結果意外なほど年金受給権のある人が発見される
という事実が ｢論より証拠｣ となっている.
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図 2 各手続段階別高齢者の犯罪指標の推移
(平成 20 年版犯罪白書)
図 1 高齢新受刑者の男女別・年齢層別人員の推移
(平成 20 年版犯罪白書)
次に, 統計数値から高齢犯罪者の前科・前歴を見てみたい.
図３は, 高齢犯罪者が何歳の頃から犯罪を繰り返すようになったのかを, 統計的に分析したも
のである. その結果を見ると, 高齢になって初めて犯罪をしたという人が半数以上にのぼり, 40
歳代以後に犯罪を開始したという人も 11％に及んでいる. 一方, 若年時に犯罪を開始し以後継
続的繰り返してきたという人は 9.8％にとどまっている. この調査結果から, 高齢期になって犯
罪を行うようになった人が多いことが読み取れる.
法務省の特別調査では高齢者犯罪の原因背景を, ①経済的不安, ②健康不安・体力の衰え, 病
気の不安, 死への恐怖, ③問題の抱え込み, 頼れる人がいない, 行政への不信, セーフティーネッ
トのほころび, ④頑固・偏狭な態度, 適切な判断ができず柔軟な対応ができなくなる, ⑤疎外感・
被差別感, ⑥自尊心・プライド, ⑦あきらめ・ホームレス志向と分析している4).
今 ｢無縁社会｣ が話題となっている. 生涯独身者が増え, 家族の関係も疎遠になり, 人々が孤
立化していく中で, 孤独感にさいなまれる人々が増えていることが深刻な問題となっている. そ
の中で, 就労能力を失った高齢者の居場所はだんだん少なくなり, 収入の減少による生活難と合
わせて, ｢孤立化｣ が高齢者の心をむしばんでいく. その上, 知的障害や発達障害などの困難を
抱えた人は, 社会に居場所を確保することがさらに困難になっている. このような人々が自力で
解決しがたい困難に直面したとき, 路上生活者になるか, 軽微な犯罪を行って高齢犯罪者となる
可能性も高くなっている.
高齢犯罪者の犯罪は, 窃盗 (万引き等), 詐欺 (ほとんどが無銭飲食, 無銭乗車), 占有離脱物
横領 (ほとんどが放置自転車の無断使用) といった, 軽微な犯罪が大半であることにも注目すべ
きである.
本来であれば, 加齢とともに犯罪を起こしにくくなるはずにもかかわらず, 高齢犯罪者が増え
ているという現実は, 現代社会に何らかの要因があり, 犯罪をせざるをえない状況に追い込まれ
ている高齢者が, 多く存在しているということが推測される. つまり, セーフティーネットから
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図 3 調査対象高齢犯罪者の犯歴時年齢別構成比
(平成 20 年版犯罪白書)
こぼれ落ちている人々, 一般社会で居場所をなくした人々, そして福祉的支援を受けられなかっ
た人々等, 本来受け皿となるべき福祉で対応できなかった人々を, 刑事施設が受け入れているの
が現実なのである. 急速な高齢化の進行と核家族化, 都市化の進展などにより, 人と人の繋がり
や地域での人間関係が希薄化している現代社会においては, 誰もが生きづらさを感じ, さらには
罪を犯す可能性がある. そうならないために, 今, 福祉的支援が重要であり, 犯罪を防ぐ手立て
を講じることが必要である.
(2) 知的障害犯罪者の現状と問題
(1)では高齢犯罪者の現状と背景についてみてきたが, 刑罰を受ける社会的弱者は高齢者だけ
ではなく, 知的障害犯罪者の問題も顕著になってきている.
図４は, 新たに実刑となって刑事施設に収容された新受刑者の IQ 相当値に分布の推移を示し
たものである. 集団式の IQ テストは, あくまでもスクリーニング用に用いられるものであるが,
集団としての受刑者に軽度の知的障害者がかなり含まれているといわれており, この図から新受
刑者の４人に１人が IQ70 未満という数値が見てとれる5).
なお, テスト不能という分類には, テストを受けることを拒否した人などが含まれているが,
多くは, テストを行うことさえできない精神・心理状態の人である.
また, ｢平成 19 年版犯罪白書｣ において, 2006 年に全国 15 か所の大規模刑事施設の受刑者 2
万 7024 人を対象とした法務省特別調査結果が示されている. この調査結果から, 受刑者 2 万
7024 人のうち知的障害者または知的障害が疑われる人は, 410 名 (1.5％), 平均年齢は 48.8 歳,
410 名のうち, 療育手帳所持者は 26 名との発表がなされている. この結果から知的障害者また
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図 4 新受刑者の IQ別構成比の推移
(浜井浩一 ｢触法障害者への支援｣)
は知的障害が疑われる人のうち, 療育手帳を所持しているのは, わずか 6.3％であるということ
が理解できる. また, 再犯者は 285 名 (69.5％) で, うち５回以上の再犯者は 162 名もいる. ま
た, 再犯者のうち前回出所時に仮釈放であった人は 20.0％と少なく, さらに, 前回出所時の帰
住先が判明しているのは 56.6％にすぎず, 前回の受刑から再犯期間がわずか 3 か月以内が 32.3
％, 1 年未満が 60％と高い確率で再犯に至っていることがわかる6).
次に, 罪名については窃盗が 43.4％, 無銭飲食や無銭乗車等の詐欺が 6.8％, そして放火が 6.
3％であった. 犯罪の動機は困窮・生活苦が 36.3％と最も多く, 事件当時に無職であったという
人が 80.7％, そして最終学歴においては ｢中学校卒業以下｣ が最も多く 86.1％であった7).
これらの結果に対して福永佳也は, 受刑者の共通した特徴を①低学歴, ②無職, ③生活困窮に
よる窃盗, ④高い再犯率という傾向が浮かび上がると指摘している8).
これらから考察できることは, 刑事施設にいる知的障害者の多くは, 福祉的な支援を受けるこ
となく, 社会の中で孤立化し, 困窮し, その結果万引きや無銭飲食という軽微な犯罪を繰り返し,
刑事施設に何度も出入りしているという事実が見えてくる.
山本譲司は, ｢私の経験からすると, 軽度の知的障害者というのは, 人から言われれば身の回
りのことはある程度こなせる. しかし, 自分で考え, 自分で進んで取りかかるということはなか
なかできない. ものごとの善し悪しも, どれほど理解しているか分からない. そんな彼ら彼女ら
でも, 罪を犯せば, その責任を問われ, 結果的に刑務所に入ることもある｣ と述べている. また,
山本は法務省の ｢矯正統計年報｣ から, 2004 年度の新受刑者のうち, 約 22％が知能指数 69 以下
であること, このほか ｢測定不能｣ とされた人数を加えると, 新受刑者の約 3 割弱が知的障害者
またはその疑いのある人ということになるという驚きの統計を提示し, 知的障害者が反社会的な
のではなく, 社会が知的障害者を犯罪の岸辺へと押しやっているのだと指摘している9).
また, 地域定着支援センター所長の小野田正晴は, 実際に支援をした受刑者について, ｢ほと
んどの人が, 刑事施設に行く前には福祉支援を受けていなかった. それが 18 回続いた例もある
が, その人は 『福祉事務所に行くことなどは一度も考えつかなかった』 と言っていた. なかには,
生活保護を受けながらも, 保護費を使い果たして万引きや強盗に至った例もある. 生活保護を実
施した福祉事務所も, 本人に知的障害があることに気付いていない場合も多かった｣ と述べてい
る. このように, 罪を犯した人々といっても, 障害などのハンディとともに環境にも恵まれなかっ
た人たちが多いのも事実である. 小野田は, ｢もともと福祉支援の対象でなくても, 出所時には
高齢や障害のために, 再犯を犯すどころか, 支援なしには生きていくこと自体が困難な人々もい
る｣ と指摘する10).
知的障害犯罪者も高齢犯罪者と同様に, 満足な福祉的支援が受けられず, 刑事施設に送り込ま
れているという現実があるが, さらには, 知的障害者が仲間の犯罪者から ｢身代わり｣ として犯
罪者に仕立てられていることもあるのではないかという疑問を, 司法関係者から聴くことがよく
あり, 筆者 (木村) も刑事施設での面接で, 冤罪が疑われる知的障害者とかなり出会っている.
前述の元刑事施設医務部長の波多野和夫は, ｢刑務官と話していると時々次のような話を聞く.
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『彼は殺人で収容されているが, どう考えてみてもあの頭で計画的な殺人などできるわけがない』,
『たぶん誰かの身代わりだろう』, 『男になってこいとか, 箔をつけてこいとかおだてられて』,
『証拠のピストルを持って警察へ自首したんじゃないか』. あるいは 『殺人現場で凶器を持たされ
て』, 『そこにいろと言われたから, にやにや笑って立ってたらしいよ』, 『本人がそんなことをち
らと言っていた』 等々. 単なる無責任なうわさ話のようには聞こえなかった. 正確かどうかは分
からないが, 当たらずといえども遠からず, というような話のように思えた. こういう形で彼は
自分の役割を見つけ, それなりの 『社会』 に適応したのである. 何ともやるせなく悲しい話であ
るが, こういう話を聞くことは実は決して珍しくなかったのである｣11) と記述している.
２ 高齢犯罪者・知的障害犯罪者の社会復帰の現況
1 でみてきたように刑事施設の入所者の中には, 必要とする福祉の支援を受けてこなかった,
あるいは受けられなかった高齢者や知的障害者, また帰住先を確保できないまま刑事施設を退所
する高齢者, 障害者が数多く存在している. こうした状況に対応するために, 法務省においては,
矯正施設 (刑事施設, 少年院) や更生保護施設に社会福祉士や精神保健福祉士を配置した. 厚生
労働省においては, 2009 年度から ｢地域生活定着支援センター｣ を各都道府県に整備する事業
を進めた. また, 2012 年度からは, 矯正施設退所後のフォローアップや相談支援まで支援を強
化するため, 予算の増額ならびに入所中から退所後まで一貫した相談支援を行う事業を実施して
いる.
本章では, 地域定着支援センターの業務内容を押さえた上で, 高齢犯罪者および知的障害犯罪
者の社会復帰に向けて支援を行なった, 地域定着支援センターの支援状況をみていくこととする.
(1) 社会復帰と再犯防止の支援に向けた地域定着支援センターの設置
地域生活定着支援事業の実施で, 地域定着支援センターが各都道府県に設置された. 地方自治
体直営もあるが, 社会福祉法人や NPO 法人等に委託したものが多く, 2011 年度末には全都道府
県に地域定着支援センターの開設がなされている.
地域定着支援センターは ｢地域定着支援事業の趣旨に鑑み, 高齢であり, 又は障害を有するこ
とにより, 矯正施設から退所した後, 自立した生活を営むことが困難と認められるものに対して,
保護観察所と協働して, 退所後直ちに福祉サービス等を利用できるようにするための支援を行な
うことなどにより, その有する能力等に応じて, 地域の中で自立した日常生活又は社会生活を営
むことを助け, もって, これらの者の福祉の増進を図ることを目的とする｣ とされている. 業務
内容としては, ①入所中から帰住地調整を行うコーディネート業務, ②矯正施設退所後に行う社
会福祉施設入所後の定着のためのフォローアップ業務, ③退所後の福祉サービス等についての相
談支援業務, を一体的に行うことにより, 保護観察所, 矯正施設, 福祉関係機関, 地方公共団体,
その他の関係機関等と連携して高齢者や知的障害者の社会復帰と再犯防止の支援を行うこととさ
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れている.
中心となる業務は, 特別調整対象者とされた人の支援協力依頼を保護観察所から受け, その人
が矯正施設にいる時から支援を始めて, 福祉支援と結び付け出所後の生活がうまくいくように調
整することである. 特別調整のためには, ①高齢か障害がある, ②矯正施設を出て帰る家がない,
③福祉の支援が必要, ④特別調整対象者となることを承諾している, ⑤支援に必要な限りでの個
人情報を福祉援助機関等に提供することに同意する, 等の条件を満たさなければならない. その
選定は矯正施設が行い, 決定は保護観察所が行うことになる.
この他に特別調整に選定されなくても, 出所後の福祉の支援が必要であるとみなされた受刑者
について, 矯正施設が帰住予定地の保護観察所に連絡し, それを受けた保護観察所が地域定着支
援センターに支援協力を依頼することができる. 例えば, 帰る家はあるが障害があり一人暮らし
のため普通の生活が危ぶまれる場合や, 家族がいても環境が適切ではない場合等が考えられる.
これを一般調整という12). こうした条件のもとで保護観察所から依頼を受けた対象者と面接を行
ない, 福祉サービス等に係るニーズの把握をし, 福祉制度や社会資源と繋げ支援していくのであ
る.
(2) 地域定着支援センターの支援状況
2011 年度中に全国の地域定着支援センターがコーディネートした人は 1041 名であった. この
うち矯正施設を退所し受け入れ先に帰住した人が 500 名, 帰住地への受け入れ調整を継続中の人
が 418 名, ｢福祉を受けたくない｣ といった理由や疾病悪化等により支援を辞退した人が 123 名
である13). 2009 年度が 79 名, 2010 年度が 653 名であったことと比べると, コーディネート件数
が非常に増加したことがみてとれ, 矯正施設出所者の社会復帰にむけた福祉的支援が着々と進め
られていることが分かる.
次に矯正施設出所後に, 地域定着支援センターがフォローアップを実施した人は, 2011 年度
で 722 名, このうち支援が終了した人 (地域に定着した人) が 181 名, 支援継続中の人が 541 名
である14). この数値から考察すると, 地域への定着支援は容易ではないことが推察される. 小野
田は自らの支援実践を踏まえ, ｢定着支援センター事業は, 単に刑事施設や少年院を出所, 出院
する人の出所や出院を決めれば済むというものでない｣ ｢フォローアップが長くなるのには当然
の理由がある. 刑事施設などに来た人のほとんどは, 普通の生活から短時間で転落して刑事施設
に来たわけではない. それまでの長い歴史があるいろんな人生の躓き, 孤独の深刻化, 野宿生活
等々, その過程で普通の生活から弾き飛ばされていくその長い排除の歴史の結果が今日である.
家があり, 当座のお金があれば済むというものではない. 転落の長い歴史を今後はいろんな支援
を得て少しずつよじ登らなければならない. それは決して安易なものではない｣15) と述べている.
何年, 何十年と矯正施設で暮らした人の社会復帰は容易ではなく, また, 福祉的支援は一度行
なったら終わりではないため, 社会復帰に向けては, 長く対象者ならびに周辺関係者とかかわり
続けていくことが重要である.
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3 支援活動の実際
支援活動は, まず矯正施設での社会復帰準備の支援として始められる. そこでは, 法務省の出
先機関である保護観察所と地域生活定着支援センターが共同事業として関わる. 仮釈放で社会復
帰をした場合は保護観察に付されるが, 満期釈放となった場合は保護観察には付されない. 満期
釈放となった場合でも, 更生緊急保護の申し出があれば保護観察所の関与は可能である. 更生保
護施設に入所した場合は, 更生保護施設で宿所提供と食事給与を受けながら, 就労準備などの社
会復帰のための準備と訓練を受けることとなる. 最終的には, ①福祉施設入所, ②福祉サービス
を受けながらの地域生活, ③家庭復帰, ④就労自立などの形で地域で生活することになる. まず
は, 支援に携わる地域生活定着支援センター, 保護観察所, 更生保護施設, 福祉施設の援助実践
を見ていく.
(1) 地域生活定着支援センターの実践から
地域生活定着支援センターの支援事業も, 着々と進められており, 制度開始後それまで ｢自己
責任｣ とされ, 救済の手がほとんど加えられることがなかった, 矯正施設釈放者にも, 社会復帰
のための支援活動が開始されている. 支援センターの業務は, ①保護観察所と協力して行うコー
ディネート業務 (特別調整), ②社会復帰後関係機関・施設を支援して行うフォローアップ業務,
③保護希望者や弁護士などの相談に応じる相談援助業務がある. 以下その実施状況を紹介する.
1) 保護観察所と協働して行うコーディネート業務 (特別調整) から
コーディネート業務は, 特別調整に選定された矯正施設収容者について, 釈放後の住居の確保
と, 福祉サービスへの橋渡しをする重要な業務である. 矯正施設の担当者や保護観察所と協働で
行っているが, 支援センターの業務負担がどうしても大きくなる. 具体的な支援事例を泉佳孝
(名古屋保護観察所) の報告から見ていく.
① 高齢者の特別調整
住居侵入・窃盗などで受刑している 80 歳の男性. 両耳難聴で, 高血圧で投薬中. それ以外に
は健康に問題はない.
支援センターが本人と面接. Ａ県で単身生活をしたいという希望があったので, 20 か所ほど
の公営老人ホームを打診したが, すべて断られてしまった. 集団生活の厳格なルールに適応でき
るかどうか疑問視されたこともあり, 方針を切り替え, 民間の福祉アパートを受け入れ先として
調整することになった. 快く引き受けてくれる福祉アパートが見つかり, 同地の市役所も実施主
体となることを承知してくれた. 満期出所時に支援センターの職員が本人を出迎え, 即日, 福祉
事務所への生活保護の申請にも同行した. 現在生活保護を受けて安穏な生活を送っている.
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② 精神障害者の特別調整
公務執行妨害等で受刑した, 40 歳の男性. 統合失調症に 20 歳ころ発病し, 入院歴もあるが,
治療は断続的にしか行わずほとんど放置してきた.
保護観察所からＡ県支援センターに調整依頼, Ａ県支援センターでは, 本人が帰住を希望して
いるＢ県の支援センターに依頼しようとしたものの, 業務多忙で協力できないとの回答を受けた.
そこで, Ａ県支援センターの職員が本人と面接して, Ａ県の施設で調整することとし, 障害者自
立支援法にかかる施設に打診したところ, ようやく受け入れてもらえることになった.
本人が満期で出所し, そのまま福祉事務所で生活保護の申請手続きを済ませて, 無事に入所し
た. 支援センターでは, フォローアップ事業として, 障害者手帳や医療･福祉サービス受給の手
続きを行った. その後も, 本人が飲酒をした時に, 支援センター職員が出向いて注意するなど,
様々なアフターケアを行い, 現在無事に同施設で生活している. 本人は, 支援センター職員と会
うのを楽しみにしており, 笑顔を見せるようになった16).
2) 特別調整とフォローアップ業務
ある県の支援センターが, 受刑中に失明した高齢者の支援を長期にわたって支援した事例があ
る. その高齢者は, 当初は公的機関に対する不信感から, 支援事業の世話になることを拒み続け
ていた人である. 支援開始後も, 感情のコントロールがなかなかできず, 些細なことで激情し,
支援者や医師に怒鳴りつけるようなことさえしてきた人である. 筆者 (佐脇) は, この被保護者
(Ａさん) と面接しているのでその状況を紹介する.
(注：このインタビューは, 本論で引用している研究誌 『東海非行問題研究第９号』 を作成す
る際に実施し掲載したものである. 作成に当たっては, 同誌への掲載及び今後研究会等で紹介す
ることを告げて収録し, 文章化にあたっては本人が特定できないような加工をし, さらに本文を
確認していただき承諾を得ている.)
○ A さんとのインタビュー
A さん (70 歳・男性) は, ほとんど目が見えない状態で生活していた方ですが, 生活苦から
万引きをして逮捕され, 刑事施設で完全な失明状態となりました. 在所中から, 刑事施設の社会
福祉士と地域生活定着支援センターの支援を受け, 出所後, 目の手術を行って回復し, 今は高齢
者施設に入所しています. ADL はほぼ自立しています.
－刑事施設に入られた事情についてお聞かせ下さい.
私は当時目がほとんど見えませんでした. その時, すでに家族とは縁が切れて独りでした. さ
まざまなつながりを失い, 都会でホームレスをしており, 生活費もなく生活に困って万引きをし
てしまいました.
－目が見えないまま出所することでの不安はいかがでしたか.
出所後の不安は口では言い表せないほどでした. 目が見えないために絶望感を感じていました.
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そのころ, 刑務所の社会福祉士の方から, 地域生活定着センターの支援を受けるように勧められ
ましたが, 何をしてもらえるのか分かっていなかったことと, これまで, 福祉や行政に良い印象
を持っていなかったので, 定着支援センターの所長さんが面会にみえても, ３回も断りました.
しかし, 係の刑務官に ｢福祉の話を聞いてみると, ええことあるかもしれないよ｣ と言われて,
ようやく ｢会ってみよう｣ ｢話をしてみよう｣ と思うようになりました. センターの所長さんと
相談員さんに出会ったのは, 面会を勧められて４回目の時でした.
－地域定着支援センターの人たちと出会っていかがでしたか.
センターの人と出会うことができて良かったです. 地域定着支援センターの方の協力があった
からこそ, 今の生活ができていると思います. また目の手術もしていただき, 目が見えるように
なったのでありがたいと思っています.
－目の手術のことについてお聞かせ下さい.
手術は２回行いました. ２回目で見えるようになりました. 手術はとても痛かったですが, 見
えるようになり本当にありがたかったです. 手術なんて絶対できないと思っていましたし, 手術
で見えるようになるとは思っていなかったため ｢奇跡が起こった｣ と思いました.
今考えると本当に申し訳ないことですが, 初めて手術をしたときに眼科の先生と言い合いをし
てしまい, ｢ヤブ医者｣ とまで言ってしまいました. その当時私は, 感情のコントロールができ
なかったので, 少しでも気に入らないことがあると, 世話になっている人にまで毒づいていまし
た. しかし, ２回目の手術を行ったときには, ｢Ａさん, まるくなったね｣ と先生に言われまし
た. 今も通院していますが, 地域定着支援センターの職員さんやケアマネージャーのＢさんに付
き添ってもらっています.
－刑事施設出所後は, どのように生活していますか.
刑務所での生活でストレスがたまっていたのでしょうか, しばらくの間は感情のコントロール
ができず, 怒ったり暴れたりしてしまったことがありましたが, 今は落ち着いて生活ができるよ
うになり, 感情のコントロールもできるようになりました. 現在老人施設に住んでいます. 老人
施設に入った当初は１階の部屋で車いすを使い, 手をひいてもらって生活をしていました.
今では目が見えるようになったので, 近所のスーパーへ自分で歩いて買い物に行っています.
毎週２回デイサービスにも通っています. デイサービスでは楽しんでいます. ゲームが楽しく,
馴染みの人ができるのがいいです｣17).
困難を抱えて, 刑事施設の出入りをくり返している人は, これまで, 行政に何もしてもらって
いないという, 強い不信感を抱えていることが多い. 特に, 路上生活を長くしてきた人の場合は,
行政により路上生活場所から追い出されたりしているので, 敵対心や恐怖感を抱いていることも
ある. 支援事業が始まるまで, 多くの福祉事務所では, 帰り先のない矯正施設釈放者に対して,
冷たく接し, 何もしてくれないといわれても仕方がない対応をしてきたことは否定できない事実
である. Ａさんの内面には, ｢誰も頼れない｣ ｢自分以外は全て敵だ｣ という, 観念が固定化され
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ていたのであろう. しかし, 支援センターのフォローアップと, 多くの支援者の援助の中で, 他
者への感謝の気持ちを表現できるまでに至ったものである.
(2) 保護観察所での実践から
保護観察所での支援活動は, 特別調整として選択された人の社会復帰の準備を, 支援センター
と協働して行うことである. さらに, 特別調整の対象とならない人でも, 困難を抱えている人は
少なくないので, 保護観察者に対しては応急の救護で, 保護観察とならない刑事施設釈放者には
更生緊急保護で, 福祉や医療との橋渡しをする役割が期待されている.
ところが, 支援事業が展開されてくる中で, ｢保護観察所は支援センターや福祉に丸投げする｣
という批判が, 福祉関係者から出るようになった. たしかに, 特別調整となっても, 調整に時間
がかかるため満期釈放となることが多く, 仮釈放となった場合でもその期間が短いところから,
保護観察所が法的に関われる時間があまりないという問題があるが, 釈放後６か月間 (特例措置
では１年間) は, 更生緊急保護に切り替えて関わることが可能であるので, 保護観察所として可
能な限りフォローアップでの関わりを強化することが求められている. ここでは, 支援センター
と協働しながら, フォローアップ支援を進めている, ある保護観察所の実践を紹介する.
① 発達障害を抱える 30 歳代の男性への支援
この男性は, 高校卒業後４年間工員として働いていたが, 離職した後生活が乱れ, 夜寝付けな
いことや精神的に不安定となったことから, 通院と睡眠薬への依存傾向が顕著になった. 複数の
医療機関に通院し, 主治医とのトラブルが多く, 通院先で窃盗事件を起こしたり, 家族に対する
暴力もあった. その後, 反社会性を伴う人格障害であるとの診断を受け, 精神保健福祉手帳 (３
級) を取得. さらに, 発達障害の診断を受けて, 療育手帳 (B) も取得している.
20 歳代後半には, 窃盗事件を繰り返して, 保護観察付き執行猶予となり, その期間中の再犯
で初めての受刑に至った. 両親が引き受けを拒否したことと, 一般就労が見込めないことから,
更生保護施設での受け入れが困難なため, 特別調整として選定された.
受刑中に, 支援センター相談員が面接を行い, 支援計画が作成され, 出所後は適切な見守りが
見込まれるグループホームを利用しながら, その間, 適切な地域生活の場を確保・調整すること
が当面の支援目標となった.
満期釈放で出所したが, 釈放までにグループホームとの調整がつかず, 一時的に更生保護施設
に帰住することとなり, その間, 近隣にある通所授産施設への通所の受け入れが決まり, 日中活
動の場も確保された.
更生保護施設では, おおむね職員の指導にしたがっていたが, 本人の特性 (精神的な不安定さ
と発達障害) を理解しないほかの入所者から中傷されるようなこともあった. また, 通院や処方
薬への依存傾向から, 更生保護施設職員の指導に従わず, 無断で医療機関を受診するなどの, 問
題行動も見られたが, 更生保護施設の福祉職員が中心となり, 本人を受容的に受け止めたほか,
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服薬管理などの対応をした.
結果として, 更生保護施設では, 再犯などの大きな問題を引き起こすことなく過ごすことがで
き, 次の生活の場であるグループホームへ移行することとなった18).
次に, 刑事施設仮釈放後, 更生保護施設で受け入れ, 仮釈放期間満了後も更生緊急保護に切り
替えて保護を継続し, おおよそ８か月の更生保護施設での保護を経て, 生活保護法の更生施設入
所に至った事例を紹介する.
② 高齢や高血圧症のため稼働能力に乏しい, 66 歳男性への支援
この男性は, 60 歳までは就労生活を送っていた人である. 60 歳を過ぎてから仕事が少なくな
り, 生活資金に困り食料品などの万引きをして, 執行猶予の言い渡しを受けた. その際, 保護観
察所に出頭して, 更生緊急保護の申し出をし, 更生保護施設で生活することを希望したが, 施設
が満杯で保護ができなかった. やむを得ず路上生活をしていたが, 再び食料品を万引きして逮捕
され, 執行猶予取り消しとなって刑事施設に収容された.
刑事施設を仮釈放となり, 更生保護施設に帰住し, 工場や建築会社で稼働を試みたが, いずれ
も ｢作業が遅い｣ などの理由で１～数日のうちに解雇されたため自立のめどが立たず, 仮釈放期
間経過後, 更生緊急保護に切り替え引き続き保護をした.
年金受給権もなかったため, 更生保護施設では福祉事務所と協議. 福祉事務所職員が本人と面
接して, 生活保護法の更生施設入所の決定がされた19).
(3) 指定更生保護施設での実践から
更生保護施設は, 矯正施設釈放者を一時的に受け入れ, 地域生活に導く重要な施設である. 法
務省では, 全国の更生保護施設のうち, 高齢者や障害者などの処遇困難者を受け入れる指定更生
保護施設を指定し, 社会福祉士を配属して支援に当たっている. ここで, ある指定更生保護施設
の社会福祉士浦田光寿の実践報告を２例紹介する.
① 高齢者施設への移行が実現したＴさん
知的障害者の多くは, 矯正施設処遇官の指導に従う模範受刑者である. また, 房舎内の仲間に
も可愛がられ, 表面的には生き辛さを感じさせない穏やかな顔をしている. 従って, たとえ IQ
値が低くてもそれなりの社会生活を営んできたし, 世渡りの方法もそれなりに身につけている.
彼らが乏しいのは社会の制度や資源を活用する知識, 即ち社会性と言われる経験値だけである.
身内の人達も学校の先生も周囲の知人達も, 彼は知能が低いから解らないだろうと誰も教えてく
れなかった. 教えてくれる友人は, 悪知恵だけしか教えてくれない. 使いっ走りをさせられて少
しの駄賃をもらい, その人を良い人だと信じ付き随って成長してきた.
Ｔさんが１か月の仮釈放で当施設へ入所した時 64 歳 5 か月, 老人施設入所に後少し年齢が足
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りないときであった. 彼の話を聞いても身内に身元引き受けを頼めそうな人はなく, 最初は生活
保護で在宅福祉を目指すしかないと考えていた. 入所時の所持金がないに等しくタバコ銭にも困
る状態なので, 施設長に頼んで館内清掃を日課として労働の奨励金 (月額 2,000 円程度) を援助
金から支給した. そうしないとシケモク拾いをして健康を害すからだ. 案の定, 力の強い寮生の
使い走りをしてタバコや菓子を貰う生活スタイルが散見され, 何とかして生活の改善が図れない
かと考えていたからである.
Ｙ氏に相談すると, 設置された地域生活定着支援センターの力量をみる良い機会だから相談し
てみたらと勧められ, 県 (委託者) と地域生活定着支援センター (受託者) の関係を知る好機で
もあると思い相談支援を依頼した. 幸いに初年度の地域生活定着支援センターには前年度始まっ
た刑事施設配置の社会福祉士Ｋさんがいる. 彼女とは地域生活定着支援センターのない中で, 一
緒に環境調整の面接をしたこともある. Ｋ社会福祉士にＴさんのケース担当になってもらい処遇
方針 (ケアマネジメント) の工程を相談して, 65 歳までは障害福祉の分野, 65 歳からは高齢者
福祉を視野に入れてケアマネジメントを進めることにした. 県担当者の了解も得られたので順調
に進むかにみえたが, ここから迷走が始まる.
私達が市の担当者と話し合って, 障害福祉も生活保護も長寿福祉も居住地の実施機関が関与す
ることを了解したにも拘らず, 県担当者から地域生活定着支援センターに出身県へ帰せないのか
とか, 施設のある自治体が障害認定すべきだとか生活保護の申請をすべきだとか, 日常ケースワー
クにまで干渉してきたのである. ソーシャルワークに於ける行政の役割を越え, 委託受託の関係
を逸脱して地域生活定着支援センターの活動に口出しをしてきたため, Ｋ社会福祉士が動き辛く
なり私一人でケアマネジメントを進めなくてはならない時期があった. 地域生活定着支援センター
を動き易くするため止むなく私から厚労省へ手紙を書き, 県担当者の不明を指導してくれるよう
要請した. 暫くするとＫ社会福祉士から電話があり, 相談して決めたケアマネジメントプランど
おり進められそうだと連絡してきた. 彼女にはコンプライアンスの結果だと言っておいた.
一度挫折しかけたケアマネジメントは失敗することが多い. それから後も紆余曲折はあったが,
Ｔさんは障害から老人までを支援できるＥ施設に入所し, 現在も皆さんに可愛がられて暮らして
いる. Ｔさんの人徳 (愛される人柄) に依るところもあるが, 一時態度を翻したＦ市福祉課に働
きかけ続けてくれたＥ施設長の力に拠るところが大きい. Ｔさんの境遇と私の仕事の困難を直ぐ
に理解し協力してくれたのを力に, 旧知の有り難さを噛み締めつつＦ市関係機関と協議を進めた.
その内に何回手紙を書いても承諾が得られず身元引受は困難と思われた彼の長兄から受諾すると
電話があり, Ｔさんは晴れてＥ法人の障害施設ショートステイ (３か月) を経て, 65 歳で同法
人の老人ホームへ移行できた20).
② 無念の思い…Ｉさんのこと－社会復帰が実現したのに再犯－
つい最近, 私にとって悲しい出来事があった. 本事業がスタートした日に当施設に入所した特
別処遇対象の最初の人 (Ｉさん, 70 歳) が, ２年間の平穏な生活を捨てて再犯してしまったの
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だ. 動機は市の生活保護担当者の冷たい対応だと言うが, 生活保護窓口の冷たさは本人もよく知っ
ているはずである. 担当弁護士さんの尽力で市営住宅に入居し暮らしの場を得て喜んでいたのに,
僅か２年で刑務所暮らしに戻ってしまうのは何故なんだろう. 私には当人の資質の問題だけとは
思えない.
Ｉさんも多くの人に愛され居心地のいい場所を与えられた. Ｎ弁護士は刑事施設在所中に自身
が保証人となって市営住宅の申請をし, 市営住宅に入居できるまでの１か月だけと言って当施設
の利用を依頼された. 私も着任早々の第１号ケースとして真剣に取り組んだ. 市の市営住宅担当
者も好意的に対応してくれて, 僅か１か月で住宅を斡旋してくれた. 孤独にさせてはいけないと
思い, 私は２か月に１回ぐらいの間隔で家庭訪問を続けた. 町内会長も自分と年齢が近いからと
言って彼の行動に注意を払ってくれ, 顔を見ると声を掛け町内行事に誘って下さったりした. こ
れで老人ホームへ入る年齢まで地域に定着した生活ができると周辺の誰もが思い, 本人も思って
いたはずであった.
再犯の前日まで当人の表情に異変を感じた人は誰もいない. Ｔ県の警察署から電話通報があり
私への問い合わせがあっても, 当施設職員の誰もが何でＩさんなのと訝しがるほど不可解な再犯
であった. 事件担当の国選弁護人Ｗ氏に頼まれて情状証人としてＴ裁判所へ出廷したが, 手錠と
腰紐を除けば, 法廷で殊勝に見える彼の顔は市営住宅で暮らしていた彼の顔と少しも変わってい
なかった. 本事件を担当する弁護人もとても優しい人で, 彼はいつどこに居ても周囲の人に恵ま
れている. 裁判の経過を市営住宅担当者に知らせると, 当人が出所するまでそのままにして置く
と言ってくれた. 部屋の鍵は私が預かり時々風を入れて室内の状態を保ちながら, 彼の出所を待っ
ている21).
まず①の事例を考える. 支援事業が開始されて時間がそれほど経過していないことが大きいが,
｢保護・支援の福祉行政の管轄はどこなのか, あるいはどこにするのか｣ という入り口のところ
で混乱することが多い. 根本的には, 住所を失った人の保護・支援のあり方が明確にされていな
いことにつきる. したがって, 厚生労働省がこうした場合の保護の主体を明確にすることが必要
であるが, 財源支出の問題が伴うので, 財源の裏付をした上での基準の策定が必要であると考え
る.
②の事例のように, 社会復帰に当たり多くの人から支援を受け, 一見社会復帰が順調に経過し
ているように見える人が, 突如 ｢刑務所志願｣ のような形で再犯に至ることがある. この問題に
ついては, 後ほど他の事例もまじえて検討する.
(4) 福祉施設での実践から
家族の支援が受けられず, 困難を抱えた矯正施設釈放者の多くは, 社会福祉施設の世話になる
ことが多い. ここでは, ある宿所提供施設の統括施設長である三浦博幸の実践を紹介する.
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① 知的障害のＣさん (60 歳・男性)
Ｃ氏は, 知的障害児施設で 3 歳から 18 歳まで過ごす. その後知的障害者入所施設を経て住込
み就労をしたが, 職場に対する不満から長続きせず職を転々. 30 歳頃窃盗で逮捕されて以来 10
回の服役. 主に窃盗だが放火, 傷害もあり. 今回, 出所時Ｄ刑務所から福祉事務所に相談があり
入所となる. 入所後は食事提供, 金銭管理の支援と授産所の利用をしながらアパート生活を目指
す. 職員や利用者への苦情が多く, そのことに対し, すぐに対応してくれないと授産所利用を中
断することが多い. 入所後の生活状況から共同部屋の生活より単身生活での支援が適していると
判断し, アパート生活をすることとなる. 生活上, 自分が困ることは素直に相談してくれる. 相
手に対し気にいらないとすぐに不満を口に出し, 縁を切ってしまうという不安はあったが, 当園
生活指導員との信頼関係も深まっており, サービス提供者とのトラブルの調整も可能と判断する.
サービスチームはヘルパー事業所, 日常生活支援事業, 配食サービス事業所, 障害者相談事業所,
障害者地域活動支援センター, 生活保護授産所, 福祉事務所である. 現在も指導を強くすると不
満を訴えることはあるが, 少しずつ減ってはいる. 悪友からの誘いに困る時には自分から相談が
出来ている. 園入所時療育手帳Ｃ判定再取得.
Ｃ氏の事例では, 犯罪と関わることなく地域生活をしていくことへの支援の難しさを感じる.
長期の施設生活から職員との関係での要領のよさもある. 指導に耐えられないと感じたら, その
場から去っても ｢何とか生きられる｣ の思いがあり実行してしまう. そこで困った場合は悪い仲
間と近づいてしまったり, 自分で犯行に及んでしまうかもしれない. 本人にとっては比較的快適
であろう今の支援体制で継続した見守りをしていくために, 障害者相談事業所の関わりは有難い.
ここの事業所は 365 日, 夜間でも対応し, 定期的な訪問指導もあり, 各サービス機関の連絡調整
もしてくれるが, 全国どの地域でも可能となっている現状ではないことは課題である. 繋ぎの場
面では, 刑事施設に社会福祉士や精神保健福祉士が配置される前は刑事施設, 福祉事務所, 当園
の三者での連絡が円滑に進まず戸惑うことも多かったが, 配置後はそこの所の心配がなくなった.
また, 入所後のアフターとしての相談にも応じてもらえることは, 受入側の安心感を高める.
② 知的障害のＤさん (75 歳・男性)
Ｄ氏は, 学業を嫌い学校には行かず農家に住み込み就労をする. その後各地で土木, 建設関係
の職を転々とする. 退職金や雇用保険で生活した時期もある. 55 歳時住居侵入, 窃盗で服役し
てから今回まで 10 回の服役歴. 釈放後は更生保護施設のお世話になることもあったが, 野宿生
活もやり, 通算 10 年以上になる. 今回Ｄ刑務所出所時は定着支援センターから福祉事務所を経
て当園に入所となる. 入所後は介護保険の認定を受け要介護１. デイサービスの支援ときずなプ
ログラムを受けて穏やかに暮らしている.
Ｄ氏の事例は, 安定した住居と継続的な支援がなければ犯罪を繰り返す人であると思われる.
当園は数少ない生活保護施設ということから, 地域生活を始めるための準備としての利用であり,
長期的利用を避けている. その為Ｄ氏も今後は養護老人ホーム, アパート生活を目指さなければ
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ならない. アパートを選択するなら介護保険のケアマネージャーだけでなくヘルパー, サービス
提供者等複数の人との関係を持ってもらう必要がある. 現在週２回のデイサービスの他は, 週３
回きずな事業のプログラムに参加してもらっているのも, 目的の一つとしてそのことがある. 繋
ぎの場面では, 定着支援センターが関わってくれたので円滑に行ったのはもちろん, Ｄ氏が安心
して入所したのも, 多くの人が関わり ｢大事にしてもらっている｣ という感じを抱いているため
かとも思う. 実はこのＤ氏は 20 年前に執行猶予で当園利用となるも, １か月以内に無断退所し
た人である. 当時と今では年齢も違い, 当園の支援体制も違うが, 刑事施設で言えば出口部分,
当園で言えば入口部分の支援体制が充実してきていることは感じる.
③ 統合失調症のＧさん (50 歳・男性)
Ｇ氏は, 小・中学校は特別支援学級で, 卒業後土木関係等の職を転々とする. 30 歳頃からホー
ムレスとなり窃盗等で数回服役. 刑務所収容中. ｢知人や職員から悪口を言われる｣ 等の幻聴が
出現しＤ刑務所に移管される. 刑期満了により精神科病院に措置入院. 医療保護入院に変更後当
園入所となる. 入所後は服薬管理, 金銭管理や食事提供の支援を受け, 授産所通所. 職員の指導
には素直だが, 飲酒問題のある利用者の誘いにのり問題行動を繰り返す. 酩酊によりパトカーや
救急車のお世話になることである. その度に精神科病院への短期入院を繰り返すが, 生活が改ま
らない. 今回の入院後, 関係者会議により, 退院先は救護施設ということになる.
Ｇ氏の事例は, 精神障害を持つ矯正施設釈放者がよくたどるパターンの一つであろうか. 他に
も同様の入所をした方は何名かいるが, 治療継続支援を受けながら順調にアパートでの地域生活
を目指している方である. Ｇ氏の場合はお酒を通して悪い仲間との関係を持ってしまうが, そこ
の処をどのように理解してもらうかが課題. 特別支援学級だったことからも知的障害があると思
われるが, 現在のところ手帳申請はしていない. 障害者相談事業所を同一法人に持ちながら繋が
りが持てなかったことも反省の一つである22).
この施設では, 支援事業が始められる前から, 同一市内にある更生保護施設や医療刑務所との
つながりを持ち, 矯正施設釈放者の受け入れを積極的に行ってきた, いわば支援事業の先駆者で
ある. 長年にわたる支援活動の中で蓄積された処遇体験から, 学ぶべき所は多い. 三浦の実践は,
まず被保護者のニーズを理解し, その上で障害や高齢の特性に応じた支援を行っていることであ
る. 施設生活で安定する人もいれば, 施設ではどうしようもない言動を示していた人が, 地域生
活では円満にすごしているという事例もある. 被保護者のニーズと特性にあった支援をどう行う
のかが, 地域生活定着を実現するカギであると考える.
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４ 地域生活定着支援事業の実施状況と今後の課題
(1) 事業の実施状況
2008 年に開始された地域生活定着支援事業は, その中核となる ｢地域生活定着支援センター｣
の設立に時間がかかり, 2011 年末にようやく全都道府県に設立された. そのため, 支援センター
ごとでの取り組みの違いが大きいが, 弁護士を初めとした法律関係者や, 困難を抱えた矯正施設
釈放者の処遇に苦慮してきた矯正・更生保護関係者に歓迎され, 支援事業に対する期待も高まっ
ている.
一方, 社会的な理解が十分にされていないことや, 旧態依然の犯罪者観から抜け出せない事業
関係者も多く, 事業を円滑に展開させるには, 解決すべき多くの課題がある.
そこで, 現在の事業の進展状況を概括的に述べる.
① 事業開始後, 困難を抱えた矯正施設釈放者への社会復帰支援が, 急速に取り組まれてきて
いる. これによって, これまで救済されることなく, 社会 (主に路上生活) と矯正施設を行
き来していた矯正施設釈放者の多くが救済され, 犯罪情勢にも変化が見られるようになって
いる.
② しかも, 支援事業の対象とされた特別調整対象者に限ることなく, 対象とならない矯正施
設釈放者や一般犯罪者に対しても, 福祉的な支援が進められ初めている.
③ 熱意ある弁護士は当然ながら, 警察・検察関係者までがこの事業に強い関心を持ち, 被疑
者・被告人段階からの支援を要求するようになっており, それを受けて, 一部の更生保護施
設関係者や福祉関係者の中で, いわゆる ｢入り口支援｣ の取り組みが始まっている.
④ しかし, 多くの福祉関係者の中には, 今なお犯罪者に対する拒否感・嫌悪感が強く, 門前
払い的対応が数多くされるなど, 支援活動の障害となっている事実も鮮明となっている.
⑤ 矯正・更生保護関係者の中にも, 旧態依然の犯罪者の感覚から抜け出せず, 支援策に消極
的になっている人が少なくないことが, 逆に福祉関係者から摘発されている.
⑥ 裁判官や裁判員にも, 事業の意義や支援を必要としている犯罪者の実態についての理解は
深まっていると思われるが, 今なお, 犯罪者の福祉的支援に理解のない判決が出されたりし
ている. さらに, 裁判員裁判である場合に, 裁判員に福祉支援の必要性を理解させることの
困難性も指摘されている.
⑦ 事業が展開される中で, ｢厳罰論｣ と対峙することが多くなっている. 福祉支援を否定し
て厳罰の判決が出される背景には, 法律関係者の ｢厳罰論｣ が根底にあるので, 福祉的支援
の展開には, ｢厳罰論｣ との対峙が避けて通れなくなっている.
⑧ 本制度の早急な法定化が強く求められている. 支援センターがようやく全都道府県に設立
されたので, 事業の実効性を高めるためには, 法定化が急務である.
⑨ 個別の支援が展開される中で, 被保護者の個々の特性に応じた支援のあり方が問われてお
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り, 司法と福祉の連携による個別支援の体系化と理論化が求められるようになっている. そ
れは, 福祉的なケースマネジメントに合わせて, 心理的な支援を結合させたものである.
⑩ 事業が開始されてから, 福祉支援を行ったにもかかわらず, 再犯を行うなど犯罪生活から
抜け出せない人の問題も話題となっており, ｢福祉支援を受けても, 犯罪生活から脱出でき
ない人｣ への支援のあり方も検討していかなければならないという課題が突きつけられてい
る.
(2) 矯正施設釈放者への福祉支援の流れ
支援事業の開始を契機に, 矯正施設釈放者等への, 社会復帰支援活動が急速に進められており,
意気込みさえ感じられる報告が次々と発表されている.
泉佳孝 (名古屋保護観察所) は, 論文 ｢特別調整によって更生への支援を受けられる人々｣ で,
特別調整として選定された, 高齢者, 精神障害者, 身体障害者の３事例を検討した上で, ｢①特
別調整対象者を支援するには, その個別事情に応じて, トータルコーディネートすることが求め
られる. ②トータルコーディネートのためには長期間の調整が必要な場合が多く, 完全な調整が
されないまま出所してくることも予測されるので, 今後の課題として, 指定更生保護施設では,
受け入れ不可能なレベルの障害を持つ特別対象者を一時的に宿泊させることができる医療福祉施
設等が必要だと感じた. ③障害だけではなく, 医療の必要な特別調整対象者が多い. センターだ
けの力ではなく今後は医療従事者の協力も必要であると思われた. ④支援センター職員の方々は,
福祉に対する情熱と誇りを持って新事業に取り組んでいるが, まだまだ犯罪をした人に対する世
間の風当たりは強く, 受け皿となる福祉施設等の開拓を共に進めていくことが当面の課題であ
る｣23). (ナンバーリングは筆者) と論じている.
(3) 被疑者・被告人段階での支援, すなわち ｢入り口支援｣ 活動の展開
矯正施設釈放者に対する支援, すなわち ｢出口支援｣ が進められるのに触発された形で, 被疑
者・被告人段階での支援, すなわち ｢入り口支援｣ も急速な勢いで進められている. 入り口支援
の主体者は弁護士であるが, 裁判所や検察庁が積極的な理解を示し, 進められている事例も現れ
ている.
｢長崎県内で現金を盗んだとして, 知的障害がある同県の 40 代男性被告が窃盗罪などに問われ
た長崎地裁五島支部 (溝口優裁判官) の公判で, 検察側は 15 日, 懲役２年, 保護観察付き執行
猶予を求刑した. 執行猶予の求刑は異例. 累犯障害者を福祉や地域につなぐ取り組みで実績があ
る社会福祉法人 『南高愛隣会』 (同県雲仙市) の更生保護施設が受け入れを確約したことを重視
し 『再犯防止が期待できる』 と判断した. 障害や高齢といったハンディキャップがあるのに, 適
切な支援を受けられず刑務所への入所を繰り返す 『累犯』 問題は最近, 改善に向けた取り組みが
進んでいる. 検察側は, 男性に福祉的な支援が用意されていることを評価した. 男性の裁判はこ
の日で結審し, 溝口裁判官は懲役１年６月, 保護観察付き執行猶予３年を言い渡した.｣ (2012.
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社会福祉法人南高愛隣会では, 先駆的に矯正施設釈放者の社会復帰支援を進めてきたが, 法人
の豊富な社会資源を活用して, ｢入り口支援｣ にも取り組んできている. その取り組みの中で
｢長崎方式｣ と呼ばれる障害犯罪者に対する支援システムを試行的に運営している. ｢長崎方式｣
とは, ｢出口支援｣ のシステムを, ほぼそのまま ｢入り口支援｣ にも適用するものであるが, 長
崎県では, 医師, 社会福祉士などから構成される ｢障がい者審査委員会｣ が設立され, 弁護士か
らの審査依頼に応じて, 障害のある容疑者について, 障害の特性に応じた適切な処遇ができるよ
う審査をすることになっている. その審査を経て, 刑罰を与えるよりも福祉支援が必要と判断さ
れ, 検察官が不起訴とした事例が新聞報道されている. ｢『障がい者審査委員会』 が, 知的障害の
ある 30 代の男性容疑者を 『更生支援が必要』 と判断し, 長崎地検が 24 日付けで不起訴 (起訴猶
予) 処分にしていたことが分かった. 審査を経て地検が不起訴にしたのは初めて｣ (2012. 7. 27
毎日).
この長崎方式は, 宮城県でも 2012 年９月から試行されており, 全国的な広がりとなることは
確実である. ただ, ｢出口支援｣ と違って, 保護観察所や更生保護施設を活用の協力が得られる
かどうかという問題がある. 更生保護制度には, ｢更生緊急保護｣ 制度があるので, 保護観察と
はならない人でも, 刑事拘束を解かれてから６か月以内は, 更生緊急保護対象者としての保護は
可能であるが, 人的・物的な体制が弱い更生保護機関が, ｢出口支援｣ に加えて, 相当の数とな
る ｢入り口支援｣ が担えるかどうか疑問がないわけではない.
他方, 埼玉県では, ｢特定非営利法人ほっとポット｣ を中心に, 弁護士会や福祉事務所と連携
をして, 独自に ｢入り口支援｣ のシステムを構築している. ほっとポットは, 2007 年に生活困
窮者支援事業を開始し, 社会福祉士の巡回型の ｢地域生活サポート事業｣, 単身生活者を対象に
借り上げアパートを提供して長期的に支援する ｢あんしん生活サポート事業｣, 福祉・法律・医
療・雇用などクライエントが抱える, 生活課題を包括的に支援する ｢生活まるまるコーディネー
ト事業｣ などに取り組んでいる24).
宮澤によるとほっとポットでの ｢入り口支援｣ は, 埼玉県弁護士会が 2009 年に創設した ｢社
会復帰支援委託援助制度｣ を活用している. この支援の流れを段階的に見ていくと, ①弁護士か
ら支援を必要とする被疑者に緊急一時シェルターの利用意思を確認する. ②ホットポットの社会
福祉士が, 弁護士と連携して被疑者と一般面接を行い, 簡易アセスメントを実施する. ③簡易ア
セスメントの結果を検討して, 支援方針を決定し弁護士に通知する. 弁護士は, 支援方針を担当
検察官に伝えるなどして弁護活動を行う. ④起訴となった場合, 裁判所が認めれば, 本人の支援
計画を裁判所に提出したり, 情状証人となって法廷に立ち, 説明証言をする. ⑤釈放された場合
は, 直ちに緊急一時シェルターで保護をし, 弁護士と共同して生活保護申請を行い, 社会福祉協
議会の緊急生活資金の貸与を受けて, 生活基盤の整備を行う. ⑥最後は, 地域生活移行と関係機
関との引き継ぎを行い, さらにはアフターフォローを行う25). (ナンバーリングは筆者)
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(4) 厳罰観との対峙場面から
高齢者犯罪者や障害犯罪者の福祉的支援については, すべての人に簡単に理解してもらえるも
のはない. 支援事業が開始される直前には, 少年法や刑法の厳罰改正が進められるなど, ｢厳罰
論｣ が世論を支配していた. 現在支援事業についてメディアは好意的に報道するようになってい
るが, 多くの人たちの意識ではいまなお ｢厳罰観｣ が支配的であると思われる. そのため, 支援
事業が進められるに従って, ｢厳罰観｣ を持つ人々との対峙場面が増えてきている.
2012 年 7 月 31 日に大阪地裁であった, 殺人事件を起こした発達障害を抱えた男性に対する,
裁判員裁判が注目されている. 新聞報道を見ると ｢社会に受け皿なく再犯の恐れ, 求刑超す懲役
20 年, 姉殺害発達障害の被告に, 姉を殺害して殺人罪に問われた○○○ (原文実名) に, 大阪
地裁は 30 日懲役 16 年の求刑を超える懲役 20 年を言い渡した. 判決は, ○○○被告 (原文実名)
が広汎性発達障害の一種, アスペルガー症候群と認定. 母親らが被告との同居を断り, 被告の障
害に対応できる受け皿がないとして 『再犯の恐れがあり, 許される限り長期間内省を深めさせる
ことが社会秩序のためになる』 と述べ, 殺人罪の有期刑の上限が相当とした｣ (2012. 7. 31 毎日).
この判決には, マス・メディアも批判的である. 毎日新聞社説では, ｢発達障害者の社会支援
は 05 年の法施行以降, 各都道府県に支援センターが設置された. 福祉サービスを受けて地域で
暮らしている発達障害者は大勢いる. 罪を犯した障害者についても地域生活定着支援センターが
全都道府県に設置されている. 長崎県雲仙市の社会福祉法人は, 罪を犯した発達障害者・知的障
害者を受け入れ, 社会復帰の訓練が検察庁や裁判所から評価されている. そのため懲役刑ではな
く, 更生保護施設での処遇を求める求刑や判決が出ている. 判決の 『受け皿が用意されておらず,
その見込みもない』 というのは間違っていないか｣ (2012. 8. 1 毎日) と厳しく批判している.
日本弁護士連合会も ｢犯行動機の形成過程及び犯行後の情状に精神障害の影響を認定しながら,
これを被告人に不利な情状として扱い, 精神障害ゆえに再犯可能性があることを理由に重い刑罰
を科すことは, 行為者に対する責任非難を刑罰の根拠とする責任主義の大原則に反する. 社会防
衛のために許される限り長期間刑務所に収容すべきだという考え方は, 現行法上容認されない保
安処分を刑罰に導入することにほかならない.｣ (2012. 8. 10 日本弁護士連合会長) と批判して
いる.
この判決は, ①裁判官及び裁判員が, 発達障害についての基本的知識がなく, かつ差別観を持っ
ているのではないかと感じさせられる内容であること, ②発達障害の支援制度や罪を犯した発達
障害者に対応する, 地域生活定着支援事業についての知識がないこと, などと指摘されているが.
さらに, ③犯罪者には原因・背景を考慮することなく, 行為の結果だけを見て厳罰に対処すると
いう, ｢厳罰思想｣ が支配しているように感じられる.
支援事業の関係者と事例検討などを行うなかで, 福祉関係者の中にある ｢厳罰観｣ が, 話題と
なることが多い. ｢厳罰観｣ をどう克服して事業を進めるかが, 支援事業関係者の直面した課題
となっている.
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(5) 福祉支援を行っても, 再犯に至ってしまう人の問題
支援事業が進められるにつれて, 福祉支援を行っても再犯をしてしまう人の問題が次第に鮮明
になっている. 本論２で紹介した, 指定更生保護施設社会福祉士浦田光寿の事例 ｢無念の思い…
Ｉさんのこと｣ を読むと, 浦田の残念な思いが重く伝わってくる. 筆者 (木村) も保護観察官時
代, 次のような体験をしている.
長期刑で受刑していたＭさん (70 歳代・男性) が, 心ある弁護士の世話で居住先が確保でき,
刑事施設に収容されて 10 余年目で, ようやく仮釈放となることができた. さらに, 同弁護士の
援助で養護老人ホームを終生の生活施設として暮らすことができることとなった. Ｍさんは, 刑
事施設で身につけた物腰の柔らかさと, 施設職員への従順な対応, 利用者仲間に対して細かい心
使いができることから施設で重宝がられ, 慰問があったときなど, 利用者を代表して挨拶をする
役割を担わされるなど, いつしか重要な役割を期待されるようになった.
ところが, 社会復帰後５年が経過し, 桜が満開となったある日, 突如家出をして行方不明とな
り, 一週間ほどしてからスーパーで万引きをして逮捕された. 施設からは, 被害弁償もして再び
引き取ると申し出ていただいたが, 当の本人は, ｢社会生活に疲れました, 刑務所に戻して下さ
い｣ と筆者 (木村) に懇願した. 何度か説得したが, ｢刑務所に戻りたい｣ という意思を変えず,
｢施設に戻ってもすぐに飛び出しますよ｣ と宣告するので, やむを得ず仮釈放の取り消し手続き
を行った. 筆者 (木村) は本人を, 拘置所まで連行したが, その車の中で ｢社会生活は刑務所生
活よりも気を遣います, 桜を見るゆとりもありませんでした｣ などと語っているうち門をくぐっ
た.“その瞬間”の彼のほっとした表情がいまだに目に焼き付いている.
日本の刑事司法は, ｢人は刑事施設には行きたくないと思っている｣ ｢刑罰法令に違反すると,
刑事施設に行かなければならない, そのため人は法律を守るもの｣ を前提として運用されている.
ところが, 刑事施設では, ｢逃走防止｣ ｢騒乱・反抗防止｣ ｢自殺防止｣ などの, 管理・保安を最
重点とした処遇が展開され, 社会復帰に必要なスキルの指導はこれまではほとんど重視されてい
なかった. そのため, 長期の刑で長く収容されたり, 何度も出入りしている ｢刑務所太郎｣ と呼
ばれる人の多くは, 社会的生活能力が後退し, 刑事施設でしか生活できない状態になっている場
合さえある.
更生保護施設社会福祉士の川島二三子は, ｢社会で生きるスキルが不十分なために行き詰って
矯正施設に入ったのだが, その結果さらに社会に適応しづらくなる, という落とし穴がある. た
だでさえ学習し身につけることが苦手な上に, 矯正施設入所中は, 年齢相応の社会経験や基本的
な生活スキル, コミュニケーションスキルを習得する機会を奪われる. 『自発的に行動してはい
けない』 『疑問を口にしてはいけない』 という行動パターンに慣れ, お金の使い方を考える機会
も減る. ゴミ分別の習慣も薄れていき, テレビや照明のスイッチを自分で切らない癖までついて
しまう. 彼らは自分で考えて行動パターンを修正することが苦手なため, これは地域社会で歓迎
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されない要因になる. また矯正施設への入所を繰り返すうちに, もともと縁の薄かった親子きょ
うだいの連絡先が分からなくなってしまい孤立していく人も多い｣26) と述べている.
上記のＩさんやＭさんは, どちらも社会に適応しようと一時は懸命に努力し, さらに, 世話し
てくれた人の期待に応えて ｢よい人｣ になろうとしてきた人たちである. 彼らは, 命令と指示に
従っておればよい ｢塀の中｣ の生き方がしっかりと身についていたため, ｢自発的な努力｣ が求
められ, ｢周りの空気を読みながら｣ 生活せざるを得ない, 娑婆の生活は苦痛な毎日であったの
だろうか. それががまんの限界に達して, ｢塀の中｣ に逃避しようとしたのではないかと感じら
れる.
このように, 福祉支援を受けたにもかかわらず, 社会生活に適応できない人の再犯に至る原因・
背景には, 自立性や主体性を奪う刑事施設の生活スタイルが身についてしまっているという問題
がある. さらには, ｢娑婆の風は, 塀の中よりも冷たい｣ という現実も確かにある. 今後の課題
としては, 刑事施設を社会復帰のための訓練施設へと大胆に変革する取り組みが必要であり, 社
会復帰後の福祉支援では, 生活スキルの向上を意識的に進めていくことが求められている.
5 地域生活定着支援事業の新たな展開をどう進めるか
本事業は開始されて間もないことから, 制度の整備を早急に行うことが求められている. そこ
で, これまで見てきた課題の実現のためには, 必要と思われる施策を取り上げたい.
(1) 刑事司法制度改革についての田島提言
まずは, 支援事業で先駆的な役割を果たしてきた南高愛隣会の田島理事長の提言を見てみたい.
① ｢応報刑｣ のみでは改善更生は困難では
わが国は, 特に成人の犯罪者に対して, 法的な制裁である刑罰を犯罪の防止のために科し, 治
安を維持する一方策としている. そこに改善更生の観点は副次的なものとしてしか存在しない.
しかし罪を犯した障がい者・高齢者が再び犯罪行為を行うことのないよう, 更生支援を提供し社
会復帰を促すために, 改善更生を主眼とした新しい刑事政策が望まれる. つまり, その目的とし
て ｢応報｣ を否めない成人に対する刑事施策と, ｢改善更生｣ に重点を置いた少年に対する司法
手続きとは別に, 罪を犯した障がい者・高齢者に対する新たな刑事政策が求められる.
② ｢判決前調査制度｣ の導入と ｢地域社会内訓練事業｣ の必要性
そこで更生を重視して適切な処遇および量刑の決定を行うために, ｢試験観察｣ 的な中間処分
を障がい者・高齢者の刑事事件にも適用することや, ｢判決前調査制度｣ を導入し, 犯罪に至る
までの背景や成育歴及び本人の障がい特性等を正確に調査し, 社会内での専門的更生支援の必要
性, 妥当性を裁判官の量刑判断材料として活かしていくことが求められる. さらに社会システム
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の中で受け皿となる福祉による ｢地域社会内訓練事業所｣ を法的に設置し, 障がいの特性に合わ
せた更生支援を行うことなども必要不可欠である. これらの新たな制度の導入により, 刑の一部
執行猶予制度を適用した際にも, 改善更生のために必要な社会内訓練の期間などを裁判所に判断
材料として提供できると思われる.
③ 社会復帰に着目した刑事政策を
近年, 刑事施設収容人員が増加傾向にあり, 満期釈放者や仮釈放者, 執行猶予中の者による再
犯・累犯・再入所の数・割合が増加し続ける中で, 知的・精神障がい, 薬物依存など何らかのハ
ンディキャップを持つ人が受刑者の大半を占めるといわれている. なぜ多くの高齢・障がい者が
軽微な罪を繰り返し犯してしまうのか. 個人的なリスク要因を超えて, その背景には明らかに,
このような社会的弱者を排除してしまう社会体制と, 失敗を犯した弱者の再起復活を支援すべき
構造システムに欠陥がある.
単に刑罰を科すだけでは再犯防止への効果も薄い. 罪を罪として認識した上で償い, 反省と更
生を促し, 新たな再犯者などを生み出さないためにも, 刑事手続における障がい者・高齢者の再
犯防止・社会復帰を視野に入れた新しい刑事政策が望まれる27).
(2) 支援事業の新たな展開のための提言
筆者 (木村・佐脇) が所属する, 東海司法福祉研究会では, 支援事業の現状や課題を検討する
中で, 事業の新たな展開に向けての提言を行ってきた. 以下に記述した提言は, 筆者 (木村) と
三重県地域生活定着支援センター長小野田正晴とでまとめたものを土台に, 筆者 (木村) がさら
に手を加えたものである.
1) 支援事業を法定化し, 国及び地方公共団体の責務と地方公共団体の自治事務としての位置
づけを明確にすること
まず第一に, 法定化をして福祉事業及び更生保護事業の一部として位置づけることが必要不可
欠である. 刑事司法は国のレベルで行われているので, 本事業は国レベルで解決しなければなら
ないことが多い. 一方福祉行政は, 地方公共団体を主体としているため, 例えば, 生活保護の実
施などで不具合が生じている. そのため, 国と地方公共団体の責務を明確にして, しかも自治事
務として地方公共団体が取り組むためにも, 法定化が必要である.
東海司法福祉研究会の論議では, まず ｢矯正施設釈放者等社会復帰支援法 (仮称)｣ を策定し
て, 次の項目を盛り込むことが考えられた. ①社会復帰支援法の理念と目的, ②支援対象者の定
義, ③国及び地方公共団体の責務, ④地域生活定着支援センターの組織と役割, ⑤専門職 (社会
福祉士, 精神保健福祉士等) とその役割, ⑥地域連携・ネットワーキングの規定, ⑦社会福祉事
業, 更生保護事業の一分野として位置づける, ⑧費用負担, ⑨生活保護, 介護保険適用について
の特例措置, ⑩障害者自立支援法適用についての特例措置, ⑪雇用機会拡大についての規定, ⑫
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支援対象者の権利擁護, ⑬専門職, 支援者の業務上災害補償, ⑭その他の必要事項.
2) 矯正施設収容者及び釈放者の社会保障や福祉の実施者を明確にして, 社会復帰の条件を整
えるとともに, 地方の負担をできるだけ少なくすること, とりわけ生活保護については全額
国の負担とすること
事業実施に当たっては, 要保護者の心身状態や経済状態から見て, 福祉の援護が不可欠となる
場合が多いが, 長い不安定な生活の中で住所地を失っている人が多く, 福祉サービスの実施が困
難になる場合が少なくない. 今後法改正なども視野に入れ, 矯正施設に収容されることで住所地
を失うことのないような措置が必要であり, 諸事情から住所地を失っている人については, 矯正
施設収容中に住所地の確保ができるような措置が必要である.
さらに, 住所地のない人の場合, 矯正施設の現在地で福祉支援を実施するとしていては, 矯正
施設のある市町村に事務が集中してしまう. 前述の通り刑事司法は国を基準としており, 矯正施
設は全国的な視野に立った広域収容を基本としているので, 地方公共団体による生活保護等の福
祉サービスシステムとは, 相当の齟齬が生じている. 特に該当者の多い医療対象の矯正施設であ
る医療刑務所４か所と医療少年院２か所に要保護者が集中する傾向が見られる.
また, 北海道月形町 (月形刑務所, 月形学園 [少年院] 所在地) などのように, 小さい自治体
に矯正施設が設置されているところがある. こうした矯正施設の広域収容に対応するためには,
従来の現在地保護の考え方では対応しきれなくなっている.
そこで, 住所地の決定に当たっては, 新たにルールを定め, 矯正施設入所中からの支援と支援
計画を立てる必要がある. その際, 矯正施設所在地の地方公共団体に, 事務及び給付金の過大な
負担がかかることがないよう, 特別の措置が求められる. とりわけ, 生活保護では, 一定の期間,
国が全額負担する等の措置が必要であると考える.
3) 支援事業を地域で支える, 地域支援システムを構築すること
矯正施設釈放者が地域で受け入れられるのは容易なことではない. 保証人の確保が困難なこと
から, 住宅を借用したり, 福祉施設と契約する際の支障となることが多い.
支援事業を円滑に進めるためには, 地域に受け入れられやすい環境を整えなければならない.
そのためには, 福祉機関をはじめ民間のさまざまな機関や人が参画したネットワークを築くこ
とが必要となっている. また, 矯正施設釈放者等が, 地域社会で受け入れられるためには, 地域
の善良な市民として地域貢献ができるまでに高めることが求められる.
現在各地域には, 障害者支援をはじめとする福祉のネットワークが広がっており, 特に障害者
支援に立つ人々が支援事業に関心を寄せてきている. また, 更生保護の分野では, 保護司会や更
生保護女性会が地道な地域活動を展開しているので, その理解と協力があれば実現はそれほど難
しくないと思われる.
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4) 支援事業に従事する関係者の研修システムを確立すること
支援事業は, 福祉と矯正・更生保護の協働で実施されている. 現在逮捕・起訴段階での支援も
検討されているので, その場合には, 警察・検察・弁護士会の参入も考えられる.
有効な支援を行うためには, 制度的な理解が必要であるのに加え, 被保護者の障害特性に応じ
た個別支援のあり方などを研究することが必要である. そのために, 司法・福祉の関連分野に精
通した専門職員を養成することが緊急に必要となっている.
国の責任で, 総合的な研修制度を確立することが必要であり, 当時に, シンクタンク的な役割
を担う研究機関も併設することが必要だと考える.
5) 療育手帳制度の見直しをはかること
現在療育手帳を所持していないと知的障害と認定されず, 一般的には障害者自立支援法の支援
が受けられない. しかし, 療育手帳は, 18 歳未満で障害があったことの証明が必要であり, 現
制度では, その証明ができないと手帳を取得することができないため, 高齢の人や定住地を持た
なかった人などではその証明は困難な場合が多く, 明らかに知的障害者であるとみられているの
に, 療育手帳が取得できない人も少なくない. 手帳制度は, 本来 ｢障害による社会生活上の困難
に配慮するためのもの｣ であると考えられるので, ｢障害による社会生活上の困難｣ を持つ人々
の支援策としての療育手帳制度や知的障害の判断基準の見直しをすることが必要であると考える.
6) 就労の場となる ｢社会的企業｣ を構築すること
矯正施設釈放者等も, ほとんどが, かつて社会の中で働いていた人たちであり, 刑事施設に入
れられてからも, 一般社会の就労とはかなり違ってはいるものの, ｢矯正労働者｣ として仕事を
続けてきた人たちである. 支援事業の対象となった場合でも, 人間としての尊厳が損なわれるこ
とのない, 体力と能力に相応した職場が確保されれば, 就労を希望する人は少なくない.
しかし, 今の社会では, 体力・知力にハンデイーを持ち, 犯罪前歴者というレッテルが貼られ
た人が, 安心して働ける場所はほとんどない. 経済的に生活保障がされても, 社会的な役割が持
たされない状態では, ｢社会復帰した｣ とはいえない. たとえ, 困難を抱えた矯正施設釈放者で
も, 能力と体力に応じた形で働ける ｢社会的企業｣ のような仕組みが必要であると考える. 彼ら
なりに, 安心して働ける場所が保証されれば, 仕事を通じて多くの人と関わり, 社会の中で普通
に暮らしていくことができると考える.
7) 矯正施設釈放者などの弱者への包括的な相談・支援制度を確立すること
矯正施設釈放者の中には, 意外なことに極度に小心な人が少なくない. また, 面倒なことは避
けたがり, 年金受給申請, 住民登録や困った時の生活保護申請や相談が必要になっても ｢難しそ
うだから｣ とか ｢役所では嫌なことを言われるから｣ などと尻込みする人々がいる. そのため,
年金受給ができなかったり, 福祉サービスが受けられないままに, 生活に困って罪を犯してしま
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うこともある.
誰かが少し支援するだけで罪を犯さずにすむ場合も少なくないので, 矯正施設釈放者に限らな
いが, 小心な社会的弱者の相談に乗り, 法的・福祉的手続きを, 包括的に支援する支援制度を作
ることが必要だと考える. 高齢者に対しては, 地域包括支援センターが各地にできつつあるので,
包括支援センターの一部門として, 地域の司法書士や開業社会福祉士などの援助を受けて設置す
るか, 地域定着支援センターの予算と機能を拡充して対応できるようにするなどの方法が考えら
れる.
8) 刑事司法にソーシャルワーカーを, 付添人として関与させること
少年司法では, 家庭裁判所調査官がソーシャルワーカーとして関与し, 心理的, 社会的な関係
を調査し, 更生に何が必要なのかを調査するシステムが確立しているが, 刑事司法にあっても,
支援事業の対象となるような困難を抱えた人に対しては司法段階での心理専門家やソーシャルワー
カーの関与が必要であると考える.
当面, 関与が必要な人に対して, 裁判所の職権で, 付添人としてソーシャルワーカーを関与さ
せることを提案したい. 福祉・心理専門職である付添人には, 次の役割が期待できると思われる.
①被告人が言おうとしていることや隠された事実を引き出し, 刑事裁判に伝える役割 (代弁機能),
②被告人にどのような処罰と支援を行うことで再犯防止が図られ, 社会への統合が可能なのかを
判断し, 刑事裁判に意見書を提出する役割 (処遇勧告機能), ③更生意欲を促進させる役割 (更
生支援機能), ④家庭及び環境調整を行う役割 (環境調整機能), ⑤コーディネーターの役割, ⑥
フォローアップを行う役割.
9) 矯正施設釈放後の支援制度から, 被疑者・被告人段階での支援制度に発展させること
矯正施設釈放者を対象に開始された支援事業であるが, 最近入り口段階, すなわち, 逮捕・起
訴の段階で支援することが求められている. 実際にも, 犯罪内容が軽微で, 刑事施設入りを目的
として起こしたとしか考えられない事件も少なくないことや, 福祉的支援を行うことで, 再犯防
止が図ることが見込まれる事案が多いことなどから, ｢入り口支援｣ を実現すべき段階に来てい
ると考える.
具体的には, 警察, 検察, 弁護士会などと連携をして, 被疑者・被告人段階で支援方針を確定
し, 不起訴や刑の執行猶予で司法手続きを終える. そのことによって, 矯正施設の過剰収容を多
少とも解決し, 矯正施設収容による国の経費もかなりの程度削減することも可能であろう.
最後に
筆者 (木村・佐脇) は, 2010 年に 10 数名の事業関係者と, ｢東海司法福祉研究会｣ を立ち上
げ, 初歩的な段階からの研究活動を進めてきた. その過程で ｢研究誌を作ろう｣ という大胆な提
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案を受けて, 2011 年夏ころからその準備を始め, 翌年８月に ｢東海非行問題研究第 9 号－困難
を抱えた矯正施設釈放者等の社会復帰支援を考える－｣ (発行 東海非行問題研究会) をなんと
か作り上げた.
この論文は, その完成後に執筆を開始したが, この１年間だけでも変化は大きかった. 研究会
を立ち上げたときには, 警察や検察関係者が積極的に福祉支援に関わってくるなど想像もしてい
なかったが, 今では長崎や宮城でそれが始まっている.
刑事施設とは, 裁判所の実刑判決があり, それが確定されればどんな受け入れが困難でも拒否
できない縛りが掛けられている. 収容率が 100 パーセントを超えていても受け入れなければなら
ないし, 寝たつきりの人であっても, 90 歳を超えた人であっても, 右と左の区別のできない認
知症者でも, 実刑判決があれば刑務作業をさせなければならない. 考えてみれば, ｢ブラック・
ユーモア｣ 以外の何者でもないのに, 高い学識を備えた裁判官が平然と, 就労困難者に実刑判決
を言い渡していることを, 多くの人は疑問さえも持たず, 当然のことと受け止めてきたし, 刑事
施設に ｢最後のセーフティーネット｣ としての役割までも担わせてきたのである.
現在の, 警察・検察などの司法関係者の福祉への期待と協力は, 良心の呵責を感じながら選択
肢がない中で, やむを得ずくり返してきたこれまでのことへの反省から出発していることが, か
つて司法機関の出口にいた筆者 (木村) には良く理解できる.
福祉関係者はこれまで, 社会でうまく適応できない人, 孤独な高齢者, 保護者のいない障害者
などの, 処遇困難者の多くの受け入れを断り続けてきた. その結果, 刑事施設にしか受け入れ先
がないという人たちを, 多く生み出してきている. 支援事業とは, 本来福祉や医療の分野で対処
しなければならない人のうちで, 処遇困難な人を司法の世界に追いやっていたという事実を改め,
本来の姿にする取り組みであると考える. 司法が, 稼働能力がなく福祉や医療の支援が必要な人
の, 生きるがための軽微な犯罪に, 実刑判決を出すという ｢ブラック・ユーモア｣ を一日も早く
根絶することが求められている.
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